
独立行政法人国際協力機構

契約担当役　理事

調達管理番号

地域／国名

調達件名

主要機材名

取引条件

輸出者

仕様・数量等

競争参加資格

入札・開札日時、場所 2025年9月30日

その他 必ず当機構ホームページに掲示している「入札説明書」を参照ください。

13時00分

機材仕様明細書を参照

公告・公示日において有効である以下の全省庁統一資格を有すること。

その他、業務仕様書に記載の参加要件に該当すること。

契約事務取扱細則第4条に該当しないこと。

日本国で施行されている法令に基づき登記されている法人であること。

ウクライナ国緊急復旧・復興プロジェクト向け機材（塩素生成装置）

塩素生成装置等

契約担当部署

国際協力調達部契約推進第三課

電話番号：03-5226-6643

メールアドレス：e_sanka@jica.go.jp

仕向地渡し（現地調達）

現地調達のため指定なし

公告

独立行政法人国際協力機構契約事務取扱細則（平成１５年細則(調)第８号）（以下「細則」という。）に基づき下
記のとおり公告します。

2025年9月17日

25a00510

主要機材名・仕様概要

ウクライナ



調達管理番号(25a00510)
入札説明書

【電子入札システム対象案件】

２０２５年９月１７日
独立行政法人国際協力機構

【入札説明書の改定（2025年7月）】
・４（１）にメール送受信にかかる留意点を追記しました。
・５（１）イに記載の質問に関する注意点を追記しました。
・６（１）イおよび７（１）イ記載の全省庁統一資格について、2025年7月1日以降公告案件から、令和07･08･09年度のみ
　を認めます。
・１３（１）競争に参加する資格を有しない者のした入札、（２）入札書締切日時後に到着した入札および
　（４）同一入札者による複数の入札を削除します。
・１４（２）の記載を修正しました。

１ 公告日 : 別紙【手続・締切日時一覧】のとおり

２ 契約担当役： 理事

３ 競争入札に付する事項
・件名 :

・主要調達機材名及び仕様（詳細は機材仕様明細書を参照）:
塩素生成装置等

（１） 取引条件：仕向地渡し（現地調達）
（２） 輸出者： 受注者（ただし、on behalf of JICA）
（３） 船積（空）港： ウクライナ国内（受注者の手配による）
（４） 仕向（空）港： 仕向地については別途契約者に通知する
（５） 納入期限：
（６） 業務完了期限： 納入期限から２か月

履行期間：契約締結日から５．５か月

４ 手続全般にかかる事項
（１） 担当部署
郵便番号１０２-８０１２
東京都千代田区二番町５番地２５ 二番町センタービル
独立行政法人国際協力機構
国際協力調達部契約推進第三課（機材担当）
TEL: ０３-５２２６-６６０９
メール:e_sanka@jica.go.jp

※当機構からのメールを受信できるよう、当機構のドメイン（jica.go.jp）またはメールアドレスを受信
　できるように設定してください。 
※メールを送付後、受信完了の連絡が無い場合は上記電話番号 までお問合せください。
※当機構のメールシステムのセキュリティ設定上、zip形式のファイルが添付されたメールは受信不可となり
　ますので、他の形式でお送りください。これにより難い場合は、上記の連絡先までお問い合わせください。

（２） 書類の提出、授受方法

【電子入札システムポータルサイト】
https://www.jica.go.jp/announce/notice/ebidding.html

　独立行政法人国際協力機構の「ウクライナ国緊急復旧・復興プロジェクト向け機材（塩素生成装置）」の調達に係る入札公
告に基づく入札等については、当機構契約事務取扱細則(平成15年細則(調)第8号。以下「細則」という。) に定めるもののほ
か、この入札説明書によるものとします。

電子入札システム上で行います。

契約締結日から３か月

ウクライナ国緊急復旧・復興プロジェクト向け機材（塩素生成装置）

tel: ０３-５２２６-６６０９
https://www.jica.go.jp/announce/notice/ebidding.html


（３） 電子入札システム上の案件分類について
電子入札システム上、本案件は「工事、コンサル」に分類されております。
お間違えのないようご注意ください。
操作手順の詳細は、以下URLから電子入札システム　ポータルサイトへアクセスし４つ目の項目
「マニュアルなど」から「（新）物品の調達・役務の提供、機材調達等契約　操作マニュアル」の
リンク先マニュアル6ページを参照ください。

＊JICA電子入札システムでの入札を行うためには、以下の準備及び期間が必要となりますので、
初めての方はお早めにご準備ください。
①認証局発行のICカード及びカードリーダーの準備
詳細は上記ポータルサイトに掲載の操作マニュアル「操作マニュアル（設定～利用者登録）」をご参照
ください。認証局によりますが、ICカードの発効には2～4週間かかります。
②団体情報の登録及び「業者番号」の入手
電子入札システムでの利用者登録に「業者番号」が必要です。業者番号発行にはJICAの団体情報登録が
必要であり、登録がない場合はあらかじめ団体登録手続きが必要となります。なお、同登録には、
7～10営業日かかります。

（４） 書類等の押印省略 
機密保持誓約書、共同企業体結成届、委任状及び入札書等の提出書類については、
全て代表者印等の押印を原則とします。ただし、押印が困難な場合は、各書類送付時のメール本文に、
社内責任者の役職・氏名とともに、押印が困難な旨を記載し、社内責任者より（もしくは社内責任者に 
cc を入れて）メールを送信いただくことで押印に代えることができます。

５ 本件入札に関する質問
（１） 機材仕様明細書の内容等、この入札案件に関する質問がある場合は、次に従い所定の様式により

提出してください。
ア. 質問受付期限および提出方法：別紙【手続・締切日時一覧】のとおり
イ． 注意:質問受付期限を過ぎてから届いた質問及び口頭による質問に対してはお答えできませんのであらかじめ

了承願います。
本件については、機材仕様明細書に参考銘柄として記載しているもの以外のものを提案したい場合は、
必ず提出期間内にその銘柄のカタログを添付して採用の可否につきメールで質問してください。 
質問書提出以降の参考銘柄以外の提案は認めません。

（２） 質問に対する回答は、別紙【手続・締切日時一覧】の日時に掲示します。
ア. 質問回答は、掲載後に追加されて再掲載することがありますので、入札書提出までに必ず確認してください。
イ． 質問を受け確認したことによって、仕様・数量等が変更されることがあります。また、質問がない場合にも

訂正が生じることがあります。いずれも「質問回答」欄に掲載しますので、本件競争参加希望者は、質問提出
の有無にかかわらず、必ずご確認ください。入札金額は、掲載した全ての回答・訂正が反映されたものと見な
されます。 

６ 競争参加資格
（1）消極的資格制限

以下のいずれかに該当する者は、当機構の契約事務取扱細則（平成１５年細則(調)第８号）第４条に基づき、
競争参加資格を認めません。

１） 契約を締結する能力を有しない者又は破産者で復権を得ない者
具体的には、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）または民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の
適用の申立てを行い、更生計画または再生計画が発効していない法人を言います。
当機構から「独立行政法人国際協力機構が行う契約における不正行為等に対する措置規程」
(平成20年規程(調)第42号) に基づく契約競争参加資格停止措置を受けている者
具体的には、以下のとおり取扱います。

ア． 競争参加資格確認申請書の提出期限日において上記規程に基づく資格停止期間中の場合、本入札には
参加できません。

イ． 資格停止期間前に本入札への競争参加資格確認審査に合格した場合でも、入札執行時点において資格停止期間
となる場合は、本入札には参加できません。

ウ． 資格停止期間前に落札している場合は、当該落札者との契約手続きを進めます。
独立行政法人国際協力機構反社会的勢力への対応に関する規程（平成２４年規程(総)第２５号）第２条第１項
の各号に掲げる者
具体的には、反社会的勢力、暴力団、暴力団員、暴力団員等、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、
社会運動等標ぼうゴロ、特殊知能暴力集団等を指します。

https://www.jica.go.jp/about/announce/notice/__icsFiles/afieldfile/2025/05/15/manual2025_0514.pdf

３）

２）

【団体情報登録】https://www.jica.go.jp/about/announce/notice/organization/index.html
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４） 次の各号の一に該当すると認められる者であって、その事実があった後２年を経過しない者
ア． 契約の履行にあたり故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質若しくは数量に関して不正の行為を

した者
イ． 公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し若しくは不正な利益を得るために連合した者
ウ． 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げた者
エ． 監督又は検査の実施にあたり職員の職務の執行を妨げた者
オ． 正当な理由がなくして契約を履行しなかった者
カ． 前各号の一に該当する事実があった後２年を経過しない者を、契約の履行にあたり、代理人、支配人その他の

使用人として使用した者 
（2）積極的資格制限

当機構の契約事務取扱細則第５条に基づき、以下の資格要件を追加して定めます。
１） 公告日において、令和07･08･09年度全省庁統一資格にて「物品の製造」又は

「物品の販売」の格付けを有する者（等級は問わない）
２） 日本国登記法人  日本国で施行されている法令に基づき登記されている法人であること
３） 輸出実績を有する者
４） 資本関係又は人的関係

競争に参加しようとする者の間に以下の基準のいずれかに該当する関係がないこと（基準に該当する者の
すべてが、共同企業体の代表者以外の構成員である場合を除く。）。

a) 資本関係
以下のいずれかに該当する二者の場合。

① 子会社等（会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第３号の２に規定する子会社をいう。②において同じ。）
と親会社等（同条第４号の２に規定する親会社等をいう。②において同じ）の関係にある場合

② 親会社等を同じくする子会社等同士の関係にある場合
b) 人的関係

以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし①については、会社等（会社法施行規則（平成１８年法務省令
第１２号）第２条第３項第２号に規定する会社等をいう。以下同じ。）の一方が民事再生法（平成１１年法律
第２２５号）第２条第４号に規定する再生手続きが存続中の会社等又は更生会社（会社更生法（平成１４年
法律第１５４号）第２条第７項に規定する更生会社をいう。）である場合を除く。

① 一方の会社等の役員（会社法施行規則第２条第３項第３号に規定する役員のうち、次に掲げる者をいう。
以下同じ。）が、他方の会社等の役員を現に兼ねている場合

i. 株式会社の取締役。ただし、次に掲げる者を除く。
・ 会社法第２条第１１号の２に規定する監査等委員会設置会社における監査等委員である取締役
・ 会社法第２条第１２号に規定する指名委員会等設置会社における取締役
・ 会社法第２条第１５号に規定する社外取締役
・ 会社法第３４８条第１項に規定する定款に別段の定めがある場合により業務を遂行しないことと

されている取締役
ii. 会社法第４０２条に規定する指名委員会等設置会社の執行役

iii. 会社法第５７５条第１項に規定する持分会社（合名会社、合資会社又は合同会社をいう。）の社員
（同法第５９０条第１項に規定する定款に別段の定めがある場合により業務を遂行しないことと
されている社員を除く。）

iv. 組合の理事
v. その他業務を遂行する者であって、ⅰからⅳまでに掲げる者に準ずる者
② 一方の会社等の役員が、他方の会社等の民事再生法第６４条第２項又は会社更生法第６７条第１項の規定に

より選任された管財人（以下単に「管財人」という。）を現に兼ねている場合

③ 一方の会社等の管財人が、他方の会社等の管財人を現に兼ねている場合
c) その他入札の適正さが阻害されると認められる場合

組合（共同企業体を含む。）とその構成員が同一の入札に参加している場合その他上記a）又はb）と
同視しうる資本関係又は人的関係があると認められる場合。

※ 留意事項：技術提案書を提出しようとする者の間で競争参加意思等の確認・相談を行うことは原則として
認めていませんが、上記の資本関係又は人的関係に基づく競争参加制限を回避する目的で当事者間で連絡
を取ることは、これに抵触するものではありません。

７ 競争参加資格確認の申請
（１） 本競争の参加希望者は、下記ウ.提出方法のとおり電子メールより全省庁統一資格審査結果通知書(写)及び

資本関係又は人的関係に関する申告書をPDFで添付して提出してください。
なお、下記の締切日時までに必要書類を提出しない者及び競争参加資格がないと通知された者は、競争に
参加することができません。

ア. 競争参加資格申請書受付期間　： 別紙【手続・締切日時一覧】のとおり
イ． 提出書類：

〇令和07･08･09年度審査結果通知書(全省庁統一資格）写し
〇資本関係又は人的関係に関する申告書（該当なしの場合も提出します）
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ウ． 提出方法：以下の様式をJICAホームページよりダウンロードして、メールでのご提出をお願いいたします。   
様式 一般競争入札（海外向け機材）「資本的関係又は人的関係に関する申告書」

送付先：e_sanka@jica.go.jp
メールタイトル:【提出】調達管理番号20axxxxx_社名●●_競争参加申請書

（２） 確認の結果、資格有と判断される場合は結果を通知しません。資格無しと判断される場合のみ結果を
ご連絡します。

（３） その他
ア. 発注者は、提出された申請書を、本件の競争参加資格の確認以外に申請者に無断で使用することはありません。
イ. 申請書に関する問い合わせ先は、上記4.を参照ください。 

８ 競争参加資格がないと通知された者に対する理由の説明
（１） 当機構より競争参加資格がないと通知を受けた者は、その理由について、通知した日の翌日から起算して

７営業日以内に、その理由について説明を求めることができます。ご要望があれば「４.担当部署等」まで
ご連絡ください。

９ 辞退書の提出
（１） 競争参加資格の確認を申請した者が競争参加を辞退するときは、電子入札システム「辞退書_提出」ボタン

から辞退届を提出することとなっています。
辞退書提出期限：入札書受付締切予定日時まで

（２） （１）の手続きにより競争参加を辞退した者は、これを理由として以後の資格の確認等について不利益な
取扱いを受けるものではありません。

（３） その他
ア. 提出期限以降における辞退書の取り消しは認めません。
イ. 辞退書に関する問い合わせ先は、上記４．参照。 

１０ 入札執行（入札）の日時
本入札において、再入札の可能性もあるため、入札者は開札予定日時に電子入札システムを操作できる場所で
待機願います。再入札については、発注者から再入札実施日時を通知しますので、指定時間中に再入札書を電子入札
で提出願います。
また、時間内に再入札もしくは辞退の意思表示がなされない場合には失格となります。
（１）入札書受付期間および開札日時:　別紙【手続・締切日時一覧】のとおり
（２）再入札の場合は、発注者からの連絡及び電子入札システムにより再入札の指示以降、上記同様に

再入札書受付開始/締切及び開札予定日時を電子入札システムで確認した上で再入札書を提出して下さい。

１１ 入札者の失格

１２ 入札方法等
（１） 電子入札システムで入札を行います。
（２） 以下の費用を含んだ総価（円）をもって入札金額とします。ただし、輸入通関は相手国政府の責任と

費用負担で行います。
ア. 機材仕様明細書に示される全品目に対する機材代金
イ. 梱包条件書に基づく輸出梱包にかかる費用 
ウ． 輸送条件書に基づく輸送にかかる費用

※輸送費には貨物海上保険料を含みます。また、保険付保規制国においても、日本国政府と相手国政府間
との取り決めに基づき、「付保規制」の対象外になりますので、本邦保険会社による保険付保が可能です。
手続きの際に、必要に応じ様式集の「貨物海上保険に係る通知」を本邦保険会社に提出してください。

エ． 技師派遣条件書に基づく派遣にかかる費用
（３） 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額をもって落札価格とします。
（４） 本件は、輸出申告の名義を落札者とする輸出取引であり、契約金額に消費税はかかりません。
（５） 一旦提出した入札書は、引換、変更又は取消すことができません。
（６） 海外向け機材調達にかかる各種手続きは、「JICA海外向け機材調達の手引き（高額機材）」に記載しています。

本入札で使用する所定の入札書式及び一般的な配慮事項等が含まれていますので、入札に参加する方は予め
内容をご確認のうえ入札してください。同手引は次のURLからダウンロードできます。

（７） 入札保証金は免除します。

１３ 入札の無効
次の各号のいずれかに該当する入札は無効とします。

（１） 明らかに連合によると認められる入札
（２） 同一入札者による複数の入札
（３） その他入札に関する条件に違反した入札
（４） 条件が付されている入札

入札書受付締切予定日時までに入札書を提出しなかった場合（再入札時の場合も含む）には入札者を失格とします（受
注者側のPCのトラブルによる場合も含む）。
その他入札執行者の指示に従わなかったときも失格とします。

https://www.jica.go.jp/about/announce/manual/form/oversea/op_tend.html

https://www.jica.go.jp/about/announce/manual/form/oversea/n_files/1201049_016.pdf
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１４ 落札者の決定方法
（１） 発注者の予定価格の範囲内で最低の価格をもって入札した者を落札者とします。
（２） 落札となるべき同価の入札をした者が2者以上あるときは、電子入札システムの抽選機能により落札者を決定

します。その際に必要となる「くじ入力番号」（３桁の半角数字）を必ず入力してください。

１５ 入札手順等開札までに行うべきこと
（１） 入札の手順
１） 開札までに行うべきこと

入札者は電子入札システムにより入札書締切日時までに入札金額を入力・提出します。
２） 開札

入札執行者は、開札時刻に電子入札システムにより開札し、入札結果をシステム上で入札者に開示します。
３） 再入札及び不落随意契約交渉

ア. 開札後、再入札が発生した際には入札者は電子入札システムにより再入札通知書に記載の入札書受付/締切
日時、開札日時及び入札最低金額に従って、再入札書を提出します。入札者は開札日時以降、入札結果
を確認できるようPCの前で待機するようにお願いします。

イ. 開札の結果、すべての入札金額が予定価格を超える場合には、ただちに２回目の再入札を行います。
再入札を２回行っても落札者がないときは、入札を打ち切り、入札金額の最も低いものから、順次
不落随意契約の交渉を行う場合があります。
なお、１回目もしくは２回目の再入札が応札者全員の辞退による不調に終わった場合には、その前の入札
における入札金額の最も低いものから、順次不落随意契約の交渉を行うことがあります。
また、上記経緯による不落随意契約の交渉が不調であった場合には、再入札を辞退した者との間でも
不落随意契約交渉を行う場合があります。

（２） 入札途中での辞退
「不調」の結果に伴い、再入札を辞退する場合は、「辞退」表示を選択して辞退届を提出して下さい。

（３） 落札者と宣言された者の失格
落札者と宣言された者について、入札金額が著しく低い等、当該応札者と契約を締結することが公正な取引
の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認められる場合には当該落札者を失格とし、
改めて落札者を決定する場合があります。

１６ 契約金額内訳、機材仕様明細書の提出、契約書作成及び締結

ア. 電子契約書を利用して契約締結する場合
本契約の証として、本書を電磁的に作成し、発注者、受注者それぞれ合意を証する電磁的措置を執ったうえ、
双方保管するものとする。なお、本契約は、以下の日付より効力を生じるものとする。

イ. 従来の紙で作成された契約書にて契約締結する場合
本契約の証として、本書２通を作成し、発注者、受注者記名押印のうえ、各自１通を保持する。

（４） 雛型名称：仕向地渡し
（５） 契約保証金は免除します。

１７ 契約締結後の提出書類等
（１） 受注者は契約締結後、保険申込み及び保険料の支払いを行いますが、被保険者は当機構になります。
（２） 受注者は、危険品及び温度管理品について、納品３０日前までにその有無を所定の様式により当機構に提出

するものとします。
（３） 受注者は、検疫、梱包材の燻蒸証明取り付け、原産地証明、領事査証等、その他各種許可承認の手続きが必要

な場合、受注者の責任において行ってください。
（４） 受注者は、輸送書類を契約書に定める期限までに作成し、当機構に提出するものとします。提出が遅延した

ことにより発生する費用（倉庫料等）に関しては、受注者負担とします。
（５） 薬品を調達する場合は、受注者は、納品予定日の７営業日前までに、その有効期限を所定の様式により当機構

に提出するものとします。
（６） 危険品があるときは、受注者は納品３０日前までに、安全データシートを当機構に提出するものとします。

１８ 安全保障輸出管理
（１） 受注者は、その責任において適切な輸出手続きと輸送を行うものとし、全品目について、外国為替及び

外国貿易法（昭和24年法律第228号）、輸出貿易管理令（昭和24年政令第378号）、その他の輸出関連法規及び
米国輸出規則（以下、まとめて「輸出規制法規」という。）による輸出規制該当品の有無を確認し、
納品３０日前までにその結果を所定の様式により当機構に提出するものとします。

（２） 受注者は、輸出規制法規による該非の判定に必要な資料（項目別対比表、パラメーターシート、米国輸出規則
の輸出規制品目分類番号（ECCN）等）を、納品３０日前までに当機構に提出するものとします。

(１) 落札者は、入札会後ただちに契約金額内訳、機材仕様明細書を提出してください。
(２) 当機構における内訳明細書の確認及び内部手続きの完了後、契約相手と決定された者は電子契約書による

契約に同意するものとみなし、当機構が契約書（案）を雛型に基づき作成し、電子署名により締結します。
(契約書の日付は、内訳明細書の確認及び当機構の内部決裁が完了後に当機構が指定します。)
なお、書面による契約を希望する場合は、落札後発注者へご照会ください。電子契約書の導入については次の
URLをご参照ください。
https://www.jica.go.jp/about/announce/information/common/2023/1515885_47198.html

(３) 契約書（案）の雛型は、当機構ホームページの次のURLに掲載する雛型のとおりです。
https://www.jica.go.jp/announce/manual/form/oversea/op_tend.html
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（３） 輸出規制法規による輸出許可・承認の取り付けが必要な場合は、受注者が輸出許可・承認を申請するものと
します。当機構は、当該物品の許可・承認に必要な情報のうち当機構が保有する情報を受注者に提供します。

（４） 当該物品の許可・承認の取得が不可能であると判断される場合には、当該物品及び同物品の使用に不可欠な
附属物品の発注を取り止め、当該物品の契約を解除します。

１９ 留意事項
（１） 応募者は、「JICA海外向け機材調達の手引き（高額機材）」、機材調達契約約款、契約書案、機材仕様明細書

他附属書類を十分理解してから参加するものとします。
（２） 委任状等に虚偽の記載をした場合においては、措置規程に基づき措置を行うことがあります。
（３） 落札者が独占禁止法あるいは刑法に定める談合等不正行為を犯し、行政処分または刑が確定したときは、

落札者は談合等不正行為にかかる違約金として契約金額の１００分の１０を当機構へ支払うものとします。
また、この場合当機構は当該落札者とは契約を締結しません。もし契約締結後にかかる状況になった場合は、
当機構は、契約書に基づき、同上の違約金を徴取するとともに、該当契約を解除します。

（４） 正当な理由なくして次の各状況に該当する場合は、次回以降の入札参加をお断りする場合があります。
ア. 全品目の梱包才数、危険品及び温度管理品の有無、輸出規制法規による規制該当品の有無について所定の期日

までに提出がない場合
イ. 危険品及び温度管理品の有無、輸出規制法規による規制該当品の有無、薬品の有効期限の判定に誤りが

あった場合
ウ． 全品目の梱包才数にその後の確定時と比べ大きな誤差があった場合
エ． その他関連業務が粗雑あるいは不誠実と認められる場合

２０ 情報の公表について
 「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成22年12月7日閣議決定）において、独立行政法人の
役職員経験者の契約相手方への再就職の情報や当該法人との間の取引等の情報を公表することとされたことに伴い、
JICAでも同情報の公表を行っています。
つきましては、当機構においてもこれに基づき関連情報を当機構ホームページで公表することとしますので、必要な
情報の当方への提供及び情報の公表に同意の上で、競争に参加していただくようご理解とご協力をお願いいたし
ます。なお、契約の締結をもって、本件公表に同意されたものとみなさせていただきます。
（１）公表の対象となる契約

財産の買入れの場合、300万円を超える契約
（２）公表の対象となる契約相手方

次のいずれにも該当する契約相手方
ア. 当該契約の締結日において、当機構の役員経験者が再就職していること又は当機構の課長相当職以上

経験者が役員等として再就職していること
（注）役員等とは、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営

や業務運営について、助言することなどにより影響力を与え得ると認められる者を含む。
イ. 当機構との間の取引高が、総売上又は事業収入の３分の１以上を占めていること

（３）公表する情報
契約ごとに、物品役務の名称及び数量、契約締結日、契約相手方の氏名・住所、契約金額等と併せ、
次に掲げる情報を公表します。
ア. 当機構の役員経験者又は当該契約相手方の役員等として再就職している当機構課長相当職以上経験者の

氏名、契約相手方での現在の職名及び当機構における最終職名
イ. 契約相手方の直近３ヵ年の財務諸表における当機構との間の取引高
ウ． 契約相手方の総売上高又は事業収入に占める当機構との間の取引割合が、次の区分のいずれかに

該当する旨
・３分の１以上２分の１未満
・２分の１以上３分の２未満
・３分の２以上

エ． 一者応札又は応募である場合はその旨
（４）当機構の役職員経験者の有無の確認日：当該契約の締結日とします。
（５）情報提供の方法

契約締結時に所定の様式を提出していただきますので、ご協力をお願いします。
詳細は、次のページをご参照ください。
https://www.jica.go.jp/announce/manual/guideline/consultant/corporate.html 

以上

様式集
＜参考様式＞ 
【入札手続に関する様式】 
☐質問様式
☐資本的関係又は人的関係に関する申告書
☐共同企業体結成届
☐貨物海上保険にかかる通知
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【契約締結に関する様式】 
☐最終見積書 
☐内訳明細書 （機材仕様明細書）
☐契約書 船積渡し/仕向地渡し 
☐機材調達契約約款
☐梱包条件書 
☐輸送条件書 船積渡し/仕向地渡し 
☐技師派遣条件書

【契約締結後の提出書類】 
☐支払先口座届出書 
☐輸出貿易管理令等調書 
☐外国製品に関する調書 
☐危険品・温度管理品の確認について 
☐仕様変更届 受注者文書 
☐仕様変更届 製造会社文書 
☐輸送書類提出様式・受領書 
☐輸送日程報告カード 

以上の様式のデータは、国際協力機構ホームページ「調達情報」→「調達ガイドライン、様式」
→「海外向け資機材の調達」「一般競争入札」よりダウンロードできます。 
https://www.jica.go.jp/announce/manual/form/oversea/op_tend.html

なお、宛名に理事、件名、公告番号、公告日、入札日を記載する様式には、以下の通り記載してください。
・宛名 ：独立行政法人国際協力機構　契約担当役　理事
・件名 ： ウクライナ国緊急復旧・復興プロジェクト向け機材（塩素生成装置）
・公告番号 ： 25a00510
・公告日 ：
・入札会 ：

2025/9/17
2025/9/30
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調達管理番号(25a00510) 別紙

２０２５年９月１７日
独立行政法人国際協力機構

件名 : ウクライナ国緊急復旧・復興プロジェクト向け機材（塩素生成装置）

１ 公告日 ： ２０２５年９月１７日
・競争参加資格申請受付開始*
・入札説明書に対する質問の提出受付開始

２ 質問受付期限 ： ２０２５年９月１９日　正午

３ 質問に対する機構からの回答掲載（ＨＰ） ： ２０２５年９月２４日以降

４ 競争参加申請書・入札書受付開始日時 ： ２０２５年９月２５日　正午

５ 競争参加申請書・入札書受付締切日時 ： ２０２５年９月２９日　正午

６ 入札会・開札日時* ： ２０２５年９月３０日 １３時

【手続・締切日時一覧】

提出方法：当機構での取りまとめの都合上、以下の様式をJICAホームページよ
りダウンロードして、メールでのご提出をお願いいたします。
様式 一般競争入札（海外向け機材）「質問様式（質問書）」
送付先：e_sanka@jica.go.jp
メールタイトル:
【入札説明書への質問（社名●●）】25a00510：ウクライナ国緊急復旧・復興
プロジェクト向け機材（塩素生成装置）
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    機材仕様明細書

ウクライナ国　緊急復旧・復興プロジェクト向け機材（塩素生成装置）

参考銘柄

番  号 機　　材　　名 仕　　　　　　　　　　　　　様 数量

(メーカー名等)

0 総則 1.本件は、ウクライナ国、Kyiv vodokanal が運営する塩素生

General 　成装置に関する機材調達を行う。設置場所は2箇所であり、各

　サイトの本体および構成機材調達品目と数量は別添「サイト

　別機材リスト」のとおり。

2.中古品は認めない。

3.電源仕様について

　・三相電源の機材は、AC380V±10% 50Hzであること。

　・単相電源の機材は、AC230V±10% 50Hzであること。

　・単相の電源プラグはSE型またはC型であること。納入する

　　機材の電源プラグを上記とすることが不可の場合のみ、SE

　　型への変換プラグの使用を可とする。

　・電源を必要とする機材については、仕様書に記載の有無に

　　かかわらず、機材を正常に作動させるために必要な電源ケ

　　ーブル、プラグ等を含めること。

4.仕様欄において「程度」と付記された数値は、その数値を中

　心値として±10％以内の範囲を認める。

5.メーカー設定の標準付属品は、仕様欄に記載がなくとも当該

　機材の付属品として含めること。

6.仕様欄に記載がなくとも、各機材の用途に応じた機材の正常

　な動作、運用を満足する適切な機器構成オプション、周辺機

　器、付属品、および設置に必要な資機材等（設置資材、電源

　ケーブル等）を含めること。

7.塩素生成装置本体（構成 1) Chlorine Electrolysis System

　 Main Unit）は、当該国DoCを取得していること。

8.各機材とも現地に代理店等アフターサービスの拠点があり、

  その拠点によりメーカー規定の製品保証対応を含む導入後の
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    機材仕様明細書

ウクライナ国　緊急復旧・復興プロジェクト向け機材（塩素生成装置）

参考銘柄

番  号 機　　材　　名 仕　　　　　　　　　　　　　様 数量

(メーカー名等)

  アフターサービスが実施されるとともに、消耗品、スペアパ

　ーツ等の購入が可能であること。

9.本件は、技師派遣条件書に記載の技師派遣を要する。

　技師派遣業務において、構成機材番号22)に記載の、各設置サ

　イトでの機材設置、および供与先機関で準備する配管、配線、

　排気設備と設置機材の接続工事に必要となる資材については、

　受注者は別添「【参考資料】・サイト別資材リスト」を参考

　とし、事前にJICA関係者同席のもと、供与先機関各サイト関

　係者と打合せを行ったうえで詳細に設計し、技師派遣業務開

　始までにもれなく納品すること。

10.各機材の輸送、現地での動作試験検査等は、関係する法令・

　規格・基準・設置場所における諸規定を遵守し行うこと。

11.正常使用において想定される2年間分のスペアパーツまたは

　メンテナンスキットを含めて納品すること。

1 塩素生成装置 （仕様）

Chlorine Electrolysis System 【システム全体の仕様】

生成する消毒剤：NaClO（次亜塩素酸ナトリウム）

NaClO生成能力：1800.00 g/h以上

NaClO生成1kgあたりの塩消費量：4～4.5 kg程度

NaClO生成1kgあたりの水消費量：140～170 L程度

許容入口圧力：3～10 barの範囲

水温度範囲：10～20 °Cの範囲

保護等級 (IEC 34-5): IP54

操作パネル、取扱説明書言語：英語

【構成機器と仕様】
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    機材仕様明細書

ウクライナ国　緊急復旧・復興プロジェクト向け機材（塩素生成装置）

参考銘柄

番  号 機　　材　　名 仕　　　　　　　　　　　　　様 数量

(メーカー名等)

※構成機器と予備品の数量は別添「サイト別機材リスト」のと

　おり。

※下記の各構成品は、塩素生成装置のメーカー純正またはメー

　カーが推奨する機材であって、すべてメーカーまたはメーカ

　ー代理店が供給するものであること。

1) Chlorine Electrolysis System Main Unit

　用途：上水分野における消毒用の塩素を生成する装置本体

　システム操作：デジタルディスプレイによる

　電解セルの配置：垂直配置

　電解槽：二重密封方式

　通気管：強制通気方式

　電極ケース：運転状況の視認可能な透明PVC管状電極ケース

　電極：高強度触媒金属酸化物コーティングを施した

　　　　拡張チタン基板構造

　水素ガス排出：水素脱ガスカラムによる

　詰まり発生時の自動停止機能：装備

　流量異常低下時の自動停止機能：装備

　希釈率設定：水量制御バルブにより可能

　操作パネルの表示、操作機能：下記を含む

　・動作状態、電流値、電圧値、動作時間、セル温度の表示

　・タンクの補充、手動および遠隔操作による停止の操作

　・故障表示（電流値高、電流値低、セル温度高、防油堤浸水、

　　パネル温度高、換気不良、水流不良）

　・システム電圧警報

　外形寸法：幅712×高さ1,800×奥行1,112 mm程度

　重量：245 kg程度
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    機材仕様明細書

ウクライナ国　緊急復旧・復興プロジェクト向け機材（塩素生成装置）

参考銘柄

番  号 機　　材　　名 仕　　　　　　　　　　　　　様 数量

(メーカー名等)

2) Saturator

　用途：飽和塩水を生産するシステム構成設備

　ブラインタンク材質：ポリエチレン

　砂利床：装備

　ブラインタンクサイズ：φ1,050×高さ1,040 mm程度

　ブラインタンク重量：231 kg程度（砂利床含む）

3) Acid washing station

　用途：電解セルに蓄積した水あかを除去するなど、本システ

　　　　ムで使用する酸洗浄装置

4) KIT, diaphragm/valve

　内容：本システムで使用するブラインポンプを含むメンテナ

　　　　ンスキット

5) KIT, valves

　内容：本システムで使用する軟水器用のダブルボールブライ

　　　　ンバルブとスプリング式ブライン注入バルブを含むメ

　　　　ンテナンスキット

6) KIT, seals

　内容：本システムで使用するO-リングとガスケットを含むメ

　　　　ンテナンスキット

7) Test KIT

　用途：本システムの運転状況をテストするツールキット

　少なくとも下記のテスト用機材を含むこと。

　・メスシリンダー

　・水の硬度を測定するための全硬度試験器

　・温度計

　・次亜塩素酸ナトリウム溶液中の塩素濃度を測定するための
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    機材仕様明細書

ウクライナ国　緊急復旧・復興プロジェクト向け機材（塩素生成装置）

参考銘柄

番  号 機　　材　　名 仕　　　　　　　　　　　　　様 数量

(メーカー名等)

　　滴定セット

　・収納ケース

8) Hydrometer

　用途：本システムの運転状況をテストするツール

　タイプ：ハンドヘルド型

　測定項目：導電率、総溶解固形分（TDS）、塩分、温度

　自動温度補正機能：あり

　測定範囲：

　　導電率 0.0～100.0 mS/cmの範囲を含む

　　温度 -5.0～+100 °Cの範囲を含む

　精度：

　　導電率、TDS、塩分　指示値の±0.5%以下

　　温度 ±0.3 K以下

　電源：電池駆動

9) Sound and light signalling unit for Gas Warning System

　用途：水素ガス警報システムで使用するアラームユニット

　アラーム：音警報、光警報

　電源：DC 24V

10) Power supply for Gas Warning System

　用途：水素ガス警報システムの電源

　出力電圧：DC 24V

11) Hydrogen sensor, with in-place calibration

　用途：水素ガス警報システムの水素ガスセンサー

　校正方法：センサー本体またはリモート校正モジュールによ

　　　　　　る直接校正が可能

12) KIT Calibration Gas H2-2% conc. for Gas Warning System
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    機材仕様明細書

ウクライナ国　緊急復旧・復興プロジェクト向け機材（塩素生成装置）

参考銘柄

番  号 機　　材　　名 仕　　　　　　　　　　　　　様 数量

(メーカー名等)

　用途：水素ガスセンサーの校正、試運転

　水素濃度：2％

　形態：ボトル入り

　バルブ；調整バブル付き

13) Controller Gas Warning System

　用途：水素ガス警報システムのコントローラーユニット

　情報、状態の表示：ディスプレイ、LEDによる

　ガスセンサー接続数：4チャンネル以上

　タイプ：壁掛け式制御盤

　出力リレー：8個以上

　システム電源遮断用無電位出力接点：2個以上装備

14) Pumping station

　用途：本システムで使用する送水ポンプ

　定格回転数：360～4000 rpm

　定格流量：2.4 m3/h程度

　定格揚程：28.7 m程度

　材質：ポンプハウジング　ステンレス鋼

　　　　インペラ　ステンレス鋼

　最高動作圧力：1.0 bar

　液体温度範囲：0～60℃の範囲を含む

　保護等級：IP55以上

　周波数変換器：内蔵

　タンク容量：2 L程度

　正味重量：26.6 kg程度

15) Water softening unit based on two filters

　用途：使用水の軟水化ユニット
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    機材仕様明細書

ウクライナ国　緊急復旧・復興プロジェクト向け機材（塩素生成装置）

参考銘柄

番  号 機　　材　　名 仕　　　　　　　　　　　　　様 数量

(メーカー名等)

　1日24時間稼働：可能

　装備：シリンダー（2本/セット）

　　　　自動弁（2個/セット）

　　　　塩タンク（2個/セット）

　　　　イオン交換樹脂（2式/セット）

16) Water heating unit

　用途：本システムで使用する水を自動的に最適な水温に保つ

　装備：ヒーター（1個/セット）

　　　　循環ポンプ（1個/セット）

　　　　圧力計（2個/セット）

　　　　温度センサー（2個/セット）

　　　　圧力センサー（3個/セット）

　　　　配管等（1式/セット）

17) Sodium hypochlorite degassing and pumping unit

　用途：次亜塩素酸ナトリウム生成において発生する水素ガス

　　　　を脱気し排出するユニット

　装備：1m3ポリエチレンタンク（1個/セット）

　　　　耐化学性ポンプ（2個/セット）

　　　　圧力計（2個/セット）

　　　　レベルセンサー（1個/セット）

　　　　配管等（1式/セット）

18) Sodium hypochlorite storage and dosing tank

　用途：次亜塩素酸ナトリウムを貯蔵、送出するタンク

　材質：ポリエチレン

　装備：1m3 タンク（1個/セット）

　　　　レベルセンサー（1個/セット）
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    機材仕様明細書

ウクライナ国　緊急復旧・復興プロジェクト向け機材（塩素生成装置）

参考銘柄

番  号 機　　材　　名 仕　　　　　　　　　　　　　様 数量

(メーカー名等)

　　　　保護トレー（1個/セット）

19) Dosing station

　用途：次亜塩素酸ナトリウムを送出するユニット

　装備：送出ポンプ（2個/セット）

　　　　ただし送出ポンプの各設置サイトの仕様は下記の通り。

　　　　・サイト①：Max. Flow:120L/h, 4 bar

　　　　・サイト②：Max. Flow:400L/h, 10 bar

　　　　圧力計（2個/セット）

　　　　ダイヤフラム圧力ガード（2個/セット）

　　　　パルセーションダンパー（3個/セット）

　　　　インジェクションユニット（2個/セット）

　　　　圧力付加弁（2個/セット）

　　　　圧力開放弁（2個/セット）

　　　　信号ケーブル（2個/セット）

　　　　4局M12コネクター付きケーブル（2個/セット）

　　　　配管類（1式/セット）

　　　　ポリエチレン製スタンド（1個/セット）

20) Power cabinet

　用途：本システムの電源装置

　サイズ：幅600×高さ1,000×奥行260 mm程度

21) Control cabinet with controller and sensor panel

　用途：本システムのコントロールキャビネット

　冷却機能：装備

　施錠：可能

　保護等級：IP54以上

　表示ディスプレイ：システムステータス、電流、電圧、
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    機材仕様明細書

ウクライナ国　緊急復旧・復興プロジェクト向け機材（塩素生成装置）

参考銘柄

番  号 機　　材　　名 仕　　　　　　　　　　　　　様 数量

(メーカー名等)

　　　　　　　　　　運転時間、風量を表示可能

　操作：タンクの自動補充、手動システムシャットダウン、

　　　　またはリモートオフの操作が可能

　エラーメッセージ：低電圧、高電圧、電解セルの過熱、漏電、

　　　　　　　　　　電子機器の過熱、換気エラー、水流エラー

　無電圧アラーム接点：装備

22) Installation materials

    Including pipes, fittings, cable products,

    and othernecessary installation materials.

　用途：技師派遣業務において、各設置サイトでの機材設置、

　および供与先機関で準備する配管、配線、排気設備と設置機

　材の接続工事に必要となる資材。

　内容と数量は、総則9.に記載のとおり。

23) Spare, Electrolysis cell

　電極構造：高強度触媒金属酸化物コーティングを施した

　　　　　　拡張チタン基板構造

【付属品】

24) 取扱説明書（ウクライナ語 なければ英語可 1部/セット）

参考銘柄　塩素生成装置　Selcoperm SES-2000-M/K-GB Grundfos ※

※調達数量について：

　本システムのメインユニットを含む構成品の設置サイト別の

　数量は、別添「サイト別機材リスト」のとおり。

＜構成＞

1) Main unit Selcoperm SES-2000-M/K-GB　品番：99788740

2) Saturator SET-1250-S　品番：95714320
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    機材仕様明細書

ウクライナ国　緊急復旧・復興プロジェクト向け機材（塩素生成装置）

参考銘柄

番  号 機　　材　　名 仕　　　　　　　　　　　　　様 数量

(メーカー名等)

3) Acid washing station F 314 PP-25/7　品番：98965847

4) KIT, diaphragm/valve SD-L-PVC/E/C-2　品番：97751510

5) KIT, valves for SES 125-2000　品番：99710096

6) KIT, seals for SES 125-2000　品番：98531493

7) Test KIT Selcoperm　品番：98842487

8) Hydrometer for Selcoperm　品番：98842506

9) Sound and light signalling unit for Gas Warning System

　　24V DC　品番：98037506

10) Power supply for Gas Warning System　品番：98865624

11) Hydrogen sensor, with in-place calibration

　　品番：93441225

12) KIT Calibration Gas H2-2% conc. for Gas Warning System

　　品番：98865629

13) Controller Gas Warning System 24V DC　品番：99393814

14) Pumping station CMBE 1-44 I-U-C-C-D-A　品番：98374697

15) Water softening unit based on two filters

    with 24-hour operation mode

　Composition:

　15-1) Cylinder 1252（2個/セット）

　15-2) Automatic valve（2個/セット）

　15-3) Salt tank（2個/セット）

　15-4) Ion exchange resin（2個/セット）

16) Water heating unit for automatic maintenance of 

    optimum temperature

　Composition:

　16-1) Heater（1個/セット）
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    機材仕様明細書

ウクライナ国　緊急復旧・復興プロジェクト向け機材（塩素生成装置）

参考銘柄

番  号 機　　材　　名 仕　　　　　　　　　　　　　様 数量

(メーカー名等)

　16-2) Circulation pump（1個/セット）

　16-3) Manometer（2個/セット）

　16-4) Temperature sensor（2個/セット）

　16-5) Pressure sensor（3個/セット）

　16-6) Pipeline piping（1式/セット）

17) Sodium hypochlorite degassing and pumping unit

　Composition:

　17-1) 1m3 Polyethylene tank（1個/セット）

　17-2) Chemically resistant pump（2個/セット）

　17-3) Pressure gauge（2個/セット）

　17-4) Level sensor（1個/セット）

　17-5) Pipeline piping（1式/セット）

18) Sodium hypochlorite storage and dosing tank 

    made of polyethylene

　Composition:

　18-1) 1m3 tank（1個/セット）

　18-2) Level sensor（1個/セット）

　18-3) Protective tray（1個/セット）

19) Dosing station SK.DOS

　Composition:

　19-1) Dosing pump

　　-for Site① model DDA 200-4（2個/セット）

　　-for Site② model DME 375-10（2個/セット）

　19-2) Pressure meter（2個/セット）

　19-3) Diaphragm Pressure Guard（2個/セット）

　19-4) Pulsation damper CSD（1個/セット）
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    機材仕様明細書

ウクライナ国　緊急復旧・復興プロジェクト向け機材（塩素生成装置）

参考銘柄

番  号 機　　材　　名 仕　　　　　　　　　　　　　様 数量

(メーカー名等)

　19-5) Pulsation damper DBG（2個/セット）

　19-6) Injestion unit（2個/セット）

　19-7) Pressure loading valve（2個/セット）

　19-8) Pressure relief valve（2個/セット）

　19-9) Signal cable（2個/セット）

　19-10) Cable with 4-pole M12 connector plug（2個/セット）

　19-11) Piping and fittings（1式/セット）

　19-12) Stand made of high molecular weight polyethylene

　　　　　 –（1個/セット）

20) Power cabinet SK.CU.P

21) Control cabinet with controller and sensor panel

　　 SK.CU.C

22) Installation materials including pipes, fittings, 

    cable products, and other necessary installation 

    materials.

　内容と数量は、別添「【参考資料】・サイト別資材リスト」

　のとおり。

23) Spare, Electrolysis cell SES-2000

＜標準付属品＞

24) 取扱説明書（ウクライナ語または英語　1部/セット）
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サイト別機材 リスト
案件名：ウクライナ国緊急復旧・復興プロジェクト向け機材（塩素⽣成装置）

サイト① サイト②
1 Chlorine Electrolysis System Main Unit 1 2 3 units
2 Saturator 1 2 3 units
3 Acid washing station 1 1 2 units
4 KIT, diaphragm/valve 1 2 3 sets
5 KIT, valves 1 2 3 sets
6 KIT, seals 1 2 3 sets
7 Test KIT 1 1 2 sets
8 Hydrometer 1 1 2 units
9 Sound and light signalling unit for Gas Warning System 1 1 2 units
10 Power supply for Gas Warning System 1 1 2 units
11 Hydrogen sensor, with in-place calibration 1 1 2 pcs
12 KIT Calibration Gas H2 - 2% conc. for Gas Warning System 1 1 2 sets
13 Controller Gas Warning System 1 1 2 pcs
14 Pumping station 2 2 4 units
15 Water softening unit based on two filters 1 1 2 units
16 Water heating unit 1 2 3 units
17 Sodium hypochlorite degassing and pumping unit 1 2 3 units
18 Sodium hypochlorite storage and dosing tank 3 3 6 units
19 Dosing station 2 3 5 units
20 Power cabinet 1 1 2 units
21 Control cabinet with controller and sensor panel 1 1 2 units

22
Installation materials including pipes, fittings, cable products,
and other necessary installation materials

1 1 2 sets

23 Spare, Electrolysis cell 1 2 3 units

Item No. 機材名・品番等
サイト別数量

単位合計数量
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【参考資料】・サイト別資材リスト
案件名：ウクライナ国緊急復旧・復興プロジェクト向け機材（塩素⽣成装置）

サイト① サイト②

1 VXEIV ball valve, d20 FPM 2 3 pcs.
2 VXEIV ball valve, d25 FPM 1 1 pcs.
3 VXEIV ball valve, d32 FPM 3 4 pcs.
4 SSEIV SPRING-LOADED CHECK VALVE, d 20 (EPDM) 1 1 pcs.
5 RVUIT MESH FILTER, d20 1 1 pcs.
6 ELBOW 90, d20 GOD (GO1.200.00) 30 39 pcs.
7 ELBOW 90, d25 (GO1.250.00) 5 7 pcs.
8 ELBOW 90, d32 GOD (GO1.320.00) 60 78 pcs.
9 ELBOW 90, d40 GOD (GO1.400.00) 6 8 pcs.

10 ELBOW 90, d50 (GO1.500.00) 16 21 pcs.
11 ELBOW 90, d90 (GO1.900.00) 4 5 pcs.
12 HIV ELBOW 45, d25 1 1 pcs.
13 HIV ELBOW 45, d32 1 1 pcs.
14 TRIV reducing Tee d25*20 1 1 pcs.
15 TRIV reducing Tee d32*20 1 1 pcs.
16 OR 4131 FPM SEAL d32 2 3 pcs.
17 BIFV Union ВР, d32*1 2 3 pcs.
18 AIV Hose adaptor d*d2*d1.20*22*20 4 5 pcs.
19 ZIKM Pipe clip, d 32 9 12 pcs.
20 DIV Reducing bush, d25*20 4 5 pcs.
21 DIV Reducing bush, d32*20 1 1 pcs.
22 DIV Reducing bush, d32*25 1 1 pcs.
23 DIV Reducing bush, d40*32 1 1 pcs.
24 DIV Reducing bush, d50*32 1 1 pcs.
25 DIV Reducing bush, d90*50 1 1 pcs.
26 DIV Reducing bush, d110*90 1 1 pcs.
27 Solvent weld double socket, d20 (MA1.200.00) 3 4 pcs.
28 Solvent weld double socket, d25 (MA1.250.00) 5 7 pcs.
29 Solvent weld double socket, d32 (MA1.320.00) 8 10 pcs.
30 Solvent weld double socket, d50 (MA1.500.00) 15 20 pcs.
31 Solvent weld double socket, d90 (МА1.900.00) 4 5 pcs.
32 Union d32, EPDM (ВО1.320.00) 2 3 pcs.
33 90° Tee with solvent weld sockets d32 (TI1.320.00) 4 5 pcs.
34 90° Tee with solvent weld sockets d90 (TI1.900.00) 1 1 pcs.
35 SETVR020F seal VR d20 FPM 1 1 pcs.
36 90° Tee with solvent weld sockets d110 (TI1.110.00) 1 1 pcs.
37 DIV Reducing bush, d110*63 1 1 pcs.
38 DIV Reducing bush, d63*32 1 1 pcs.
39 DIV Reducing bush, d32*20 1 1 pcs.
40 ZIKM Pipe clip, d110 8 10 pcs.
41 ELBOW 90, d110 (GO1.110.00) 2 3 pcs.
42 ELBOW ПВХ HT 90 110 mm 2 3 pcs.
43 TRANSITION COUPLING ПВХ EF 20х1/2 3 4 pcs.
44 Reducing bush НТ 20х16 мм 3 4 pcs.
45 Pipe PVC LR 16atm 25х1.9 10 13 m
46 Pipe PVC LR 10atm 32х1.6 6м 66 86 m
47 Pipe PVC LR 10atm 40х1.9 12 16 m
48 Pipe PVC LR 10atm 50х2.4 72 94 m
49 Pipe PVC LR 10atm 90х4,3 3м 21 27 m
50 Pipe PVC LR 16atm 20х1.5 15 20 m
51 Pipe PVC PN 16, d110 (Fip ) 6 8 m
52 Hose 19,4х26,8 Вп (028631) (10 bar) (50м) Raufilam-E (3917 39 00 90) 80 104 m
53 Metal corner 50х50х5 ДСТУ 2251:2018/ДСТУ 4484:2005 4 5 m

資材名・品番等No. 単位
サイト別数量

Set of materials for hydraulic installation
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54 Pipe ДСТУ 8943 102 мм 3,0 мм 1 1 m
55 Сylinder 80 (1000-89-40) 10 13 m
56 Steel coupling Ду 25(імп.) 4 5 pcs.
57 Steel thread Ду 25 К (імп.) (7307 99 10 90) 2 3 pcs.
58 Sewer fungus PP Ду 110 1 1 pcs.

1
TRAY COVER WITH EARTHING 200 HOT DIP GALVANIZING SENDZIMIR
METHOD LENGTH 3000 MM

18 23 m

2 CEILING MOUNTING SSM, 34143, (BSF2901) 8 10 pcs.
3 U-SHAPED PROFILE PSM L3000 2,5 мм 15 20 m
4 ANGLE CD VERTICAL EXTERNAL 90 200/50, ДКС 1 1 pcs.

5
WALL MOUNTING TM 200 FOR VERTICAL MOUNTING B200 BASE,
HOTDIP GALVANIZED

6 8 pcs.

6 HOT-DIP GALVANIZED BRANCH DL 100X50 8 10 pcs.
7 COVER FOR BRANCH PLUG DL BASE 100 HOT-DIP GALVANIZED 8 10 pcs.

8
WALL MOUNTING TM 100 FOR VERTICAL MOUNTING B100 BASE,
HOTDIP GALVANIZED

10 13 pcs.

9 CD 90 VERTICAL EXTERNAL ANGLE 90°, 100/50, HOT-DIP GALVANIZED 7 9 pcs.
10 COVER SRO 90 FOR VERTICAL CORNER 90,100 7 9 pcs.
11 PTSE PLATE FOR EARTHING 50 65 pcs.
12 37301 MOUNTING PLATE GTO H50 100 130 pcs.
13 СМ010610 CROSS-HEAD SCREW М6х10 100 130 pcs.
14 СМ100600 NUT WITH A RISK THAT PREVENTS UNSCREWING М6 100 130 pcs.
15 JUNCTION BOX WITH CABLE ENTRY, IP44, 65х35мм 4 5 pcs.
16 FLEXIBLE REINFORCED PIPE д.16мм (бух 30 м) 60 78 m
17 FLEXIBLE REINFORCED PIPE д.20мм (бух 30 м) 30 39 m
18 ADAPTER REINFORCED PIPE-BOX, IP65, 1/2", д.16мм 20 26 pcs.
19 SOCKET 5 7 pcs.
20 MICRO SWITCH. WS1/1.25/1.5" Clack 2 3 pcs.
21 CABLE ВВГнгд 5х25 0.06 0.08 km
22 CABLE ВВГнгд 4х4 0.03 0.05 km
23 CABLE ВВГнгд 5х2,5 0.03 0.05 km
24 CABLE ВВГнгд 3х1,5 0.25 0.28 km
25 CABLE КПВЭ-ВП (100) 4х2х0,51 (F/UTP-cat 5е) 0.305 0.33 km
26 CABLE МКЕШнг 4х1 0.1 0.12 km
27 DISTRIBUTION BOX 100х100х80 IP56 (686404) 4 5 pcs.
28 DISTRIBUTION BOX 150х110х70 IP56 (686206) 3 4 pcs.
29 HEAT SEAL TUBE ТУТ 20/10, білий 2 3 m
30 HEAT SEAL TUBE ТУТ 25/12,5, білий 2 3 m
31 CABLE TIE (CLAMP) BLACK 4х250 (3,6х250мм) (100шт) 5 7 pack
32 INSULATING TAPE 0.13X19X20M BLACK TAKEL 2 3 pcs.
33 INSULATING TAPE 0.13X19X20M BLACK TAKEL 2 3 pcs.
34 SCREW PAD FOR CABLE TIE BLACK 3 4 pack

1 5N68030 BOLT, ст 5.8, ЦБ М8,0х30 0.18 0.18 100 pcs.
2 5Z08-2 ROD METRIC 1м, ЦБ М8 DIN 975 17 22 pcs.
3 5Z10-2 ROD METRIC 1м, ЦБ М10 11 14 pcs.
4 6008-2 DIN934 SCREW, ЦБ М8 0.2 0.2 100 pcs.
5 6010-2 DIN934 SCREW, ЦБ М10 1.2 2 100 pcs.
6 7O08-2 FLAT WASHER, ЦБ М8 0.3 0.3 100 pcs.
7 7O10-2 FLAT WASHER, ЦБ М10 1.2 2 100 pcs.
8 7P08-2 FLAT WASHER, ЦБ М8 0.3 0.3 100 pcs.
9 8014825-2 Сам. по мет, пот. гол.ЦБ. 4,8х25 0.1 0.1 100 pcs.

10 N5M16060 SCREW, STAINLESS STEEL. А2 пот. гол, М6,0х60 0.02 0.02 100 pcs.
11 N6K06 STAINLESS STEEL CAP NUT. М6 0.02 0.02 100 pcs.
12 N7O06 STAINLESS STEEL FLAT WASHER М6 din125 0.02 0.02 100 pcs.

Set of materials for electrical installation

Set of fasteners and hardware
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13 PSR M8*75 WEDGE ANCHOR 0.18 0.18 100 pcs.
14 T0010817 SCREW. М8 ( LF ) 0.5 1 100 pcs.
15 TSR М10x40 STEEL. BREAKING. ANCHOR 0.1 0.1 100 pcs.
16 TSR М8x30 STEEL. BREAKING. ANCHOR 0.8 1 100 pcs.
17 SRN04 STAINLESS STEEL CLAMP 20-32 MM 16 21 pcs.
18 GALVANIZED WORM CLAMP 20-32мм 6 8 pcs.
19 2S RUBBER CLAMP. INSULATION. 20-24мм M8 25 33 pcs.
20 2S RUBBER CLAMP. INSULATION. 20-30мм M8 6 8 pcs.
21 2S RUBBER CLAMP. INSULATION.31-37мм M8 65 85 pcs.
22 2S RUBBER CLAMP. INSULATION. 38-46мм M8/10 8 10 pcs.
23 2S RUBBER CLAMP. INSULATION. 47-52мм M8/10 60 78 pcs.
24 2S RUBBER CLAMP. INSULATION. 88-95мм M8/10 8 10 pcs.
25 BIS RapidStrut® WALL CONSOLE 41x41x300мм BUP 13 17 pcs.
26 BIS RapidStrut® QUICK INSTALLATION NUT М10 BUP G2 28 36 pcs.
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梱包条件書 

 

1 マーキング 

 梱包ケースの両サイドには、下記のマークをつけること。 

 

(1)ケース・マーク（黒字）※ただし現地調達で内国輸送のみの場合は不要 

Kyivvodokanal 

    

Kyiv, Ukraine 

（インボイス番号） 

C/No. （ケース番号/ケース数） 

 

(2)サイド・マーク(赤字) ※ただし現地調達で内国輸送のみの場合は不要 

TECHNICAL COOPERATION BY THE GOVERNMENT OF JAPAN 

 

(3)CAUTION/CARE MARK(TOP MARK等)  

 運送途中で取扱注意が必要な場合は、関連マーク（FRAGILE, HANDLE WITH CARE, 

THIS WAY UP, CENTER OF GRAVITY等）を見やすい位置に貼付。危険物がある場

合は、安全な梱包とし、危険物である旨マークを貼付すること。温度管理品が

ある場合は、温度管理品である旨マークを貼付すること。 

 

(4)注意事項 

① 輸送中での盗難防止のため、梱包ケースにはメーカー名やメーカーのマーク、

MADE IN JAPANの標記等をつけないこと。 

② 梱包ケース毎にパッキングリストを作成し、パッキングリストに記載するケ

ース番号と実際のケースに付けるケース番号・内容品は一致させること。 

③ 梱包ケース内の各々の包装箱・袋には、契約書中の内訳明細書の該当するア

イテム番号を付すこと。 

 

 

2 梱包条件 

以下を参考としつつ、受注者の責任で適切な梱包とすること。 

 

ア 海上輸送・航空輸送・陸上輸送の共通事項 

(1) 仕向地にて大型フォークリフト等がない場合を考慮し、一梱包の重量は単品
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ややむを得ない場合を除きできるだけ500kgを超えないようにすること。 

(2) その上で、フォークリフトによる積卸しを想定して、梱包ケースには、滑材、

すり材をつけること。 

(3) やむを得ない場合を除き各個の重量、容積を平均化し、梱包ケース内には緩

衝材を入れて、中の資機材が動揺しないようにすること。また、梱包ケース

には必要に応じて重心位置を示すこと。 

(4) 危険物は、国連で定められた輸送用容器（包装・梱包方法）で輸送すること。 

(5) 免税通関が完了するまで屋外の保税蔵置場に置かれることもあるため、中の

資機材が雨水で濡れないよう必要に応じ防水処理を行い、結露による錆びを

防ぐための乾燥剤の封入などの対応をすること。 

(6) 精密機械や有効期間があるもののような特別配慮を要する資機材について

は、メーカーと相談し、メーカーが機材の特性から本梱包条件書と異なる梱

包方法を提案する場合は、それを採用すること。 

(7)付属品を含む機材は、本体と付属品を原則同じ梱包ケースに含めることとし、

開梱時に機材を容易に判別できるよう配慮すること。 

 

イ 海上輸送梱包 

(1)長期間の海上輸送に適した堅牢かつ取扱上便利な梱包であること。そのため、

原則として、合板密閉梱包とする。梱包に使用する合板は、JAS規格の普通

合板とすること。ただし、機材によっては厳重梱包が必要な場合やパレット

梱包、すかし梱包またはスチール梱包等が良い場合もあるので、メーカーと

相談のうえ適切な梱包とすること。 

(2) 木材梱包とする場合は、次の条件によること。 

①原則としてJIS Z 1402以上の規格の木箱密閉梱包とする。 

②重量が500kg以上かつ長さ15ｍ、幅5ｍ、高さ5ｍ以内の場合は、JIS Z 1403

以上の規格の枠組箱密閉梱包。 

③仕向地により国連公表の国際基準（ISPM NO.15）に基づき熱処理・燻蒸な

どの必要な処理を行った木材を使用すること。 

④熱処理・燻蒸証明書：必要／不要。 

(3) 必要に応じ、梱包ケースの側板の上下又は中間、及びふた板の両サイド又は

中間に、胴桟を打ちつけること。 

(4) 梱包ケースは、必要に応じ、帯鋼、すみ金、かど金により補強すること。 

(5) 電気機器、精密機械、その他特別配慮を要する機材については、真空バリア

梱包とすること。 

(6) コンテナによる輸送の場合、20フィートまたは40フィートコンテナの内法寸

法に配慮し、コンテナに納めたときに無駄の少ない大きさで各梱包ケースを

まとめること。 

(7) FCLの場合は、その中の貨物は段ボール箱でもよい場合もあるが、LCLの場合
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は、合板密閉梱包又は木材梱包とすること。 

 

ウ 航空輸送梱包 

(1) 原則としてダブルカートン強化段ボール箱梱包とすること。 

(2) 原則として高さ160cm以内かつ長さ・幅・高さの合計が250cm以下とし、外装

を含めた総重量は1個500kg以下とすること。 

(3) 航空会社は最大高さ3mまでの段積みを行うため、下段に積まれた貨物は、 上

段の貨物の自重に加え、航空機が運航中に受ける荷重(通常2G程度)も合わせ

て受けることになるので、充分な強度を持った段ボール（JIS Z 1506及びJIS 

Z 1516の規格を満たす複両面段ボールまたは複々両面段ボール）により、か

つ JIS Z 1507の規格を満たす形状の箱とすること。上面には充分な強度を

持たせ、かつ平坦な形状となるように梱包すること。 

(4) 高さ160cmを上回る場合、長さ・幅・高さの合計が250cmを上回る場合、また

は外装を含めた総重量が1個50kgを上回る場合は、海上輸送用梱包の条件に

基づく合板密閉梱包又は木材梱包とすること。 

(5) 気圧の変化に耐えられるように梱包すること。 

(6) 危険物の場合は、ICAO、IATA等の規則に従うこと。 

(7) 温度管理品（冷蔵品、冷凍品）は、保冷剤やドライアイスなどを適切に利用

すること。 

 

エ 陸上輸送梱包 

(1) 各々のアイテムの包装をダブルカートン強化段ボール箱等内陸輸送に耐え

られるものにしておくこと。 

 

以上 
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【仕向地渡し（現地調達）】 

 

輸送条件書 

 

 

１ 業務内容 

（１）仕向地までの輸送手配 

（２）輸送書類の作成 

（３）危険品がある場合の諸手続き 

（４）温度管理品がある場合、輸送中の温度管理に留意すること 

（５）輸送保険付保（受注者の任意とする） 

（６）上記に付随する業務 

 

２ 輸送条件 

（１）出発地：ウクライナ国内（受注者の手配による） 

（２）仕向地①： 

（宛名）Kyivvodokanal サイト① 

（住所）仕向地については別途契約者に通知する（キーウ市内） 

仕向地②： 

（宛名）Kyivvodokanal サイト② 

（住所）仕向地については別途契約者に通知する（キーウ市内） 

（３）輸送対象機材： 

   陸上輸送 別添サイト別機材リストの全機材 

（４）業務の範囲 

   各仕向地における荷卸しまで 

（５）安全かつ迅速な輸送 

受注者は、仕向地に至るまで、安全かつ迅速な輸送を手配しなければなら

ない。 

（６）仕向地までの陸上輸送 

 現地の事情を踏まえつつ、陸上輸送エージェント、輸送手段、ルートなど

について比較検討の上、安全で効率的な輸送方法を選択すること。 

 

３ 輸送保険付保 

受注者の任意とする。ただし、仕向地で引き渡すまで（保管中及び技師派

遣があるときは技師の業務実施中、現地工事があるときは施工中を含む）に

損害が発生した場合、受注者は自らの責任で保険求償等を行い、代替品納入

あるいは修理を行うこと。 
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【仕向地渡し（現地調達）】 

 

 

４ 輸送書類 

必要書類と部数は下表のとおり。  

受注者は、以下の書類が発行され次第、2か所の仕向地ごとに、発注者に速

やかに提出すること。 

 

 提出書類名 部数 

① POD(Proof of Delivery)配達証明書等 正 1部、写 1部 

② Invoice * 正 1部、写 1部 

③ 保険証券(Insurance Policy)** 正 2部 写 1部 

④ 保険料請求書(Debit Note)** 正 2部 

⑤ 輸送日程報告カード（確定） 電子データ 1部 

* 書式は受注者のものを使用すること。荷受人宛として受注者署名入りと

すること。 

** 受注者が付保した場合 

 

４ その他輸送に関する情報 

(Consignee) 詳細は別途契約者に通知する 

Kyivvodokanal 

 Kyiv, Ukraine 

(Notify Party)  

 ①Same as consignee 

 ②JICA Ukraine Office 

2nd floor, entrance 1, ILLINSKY Business Center 

8 Illinska St., Podil, Kyiv, 04070, Ukraine 

Attn: Takyo.Naoki 

Tel: +38 044 224 58 59 

Email: Takyo.Naoki@jica.go.jp 

(Shipper) 受注者とする。ただし、on behalf of JICAと追記すること。 

 

以上 
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技師派遣条件書 

 

１ 対象機材：全機材 

  設置サイトごとの機材は、別添「サイト別機材リスト」に記載。 

 

２ 業務内容：  

対象機材の開梱・検収、据付・調整、試運転、動作検証、操作・保守指導。 

 

・受注者は、供与先機関が準備する設置場所の配管、配線、排気設備と、塩

素生成装置との接続工事を技師派遣業務に含めること。 

・各設置サイトの供与先機関が実施する工事のタイミングに、接続工事のタ

イミングを合わせる調整を行うなど、派遣業務が円滑に行われるよう配慮

し、実施すること。  

 

３ 技師の資格 

派遣技師は、メーカーまたは代理店所属の技師であること。 

  また、上記業務を問題なく遂行できる現地語または英語の語学力を要する。 

 

４ 想定派遣人数、工数（想定案）： 

   ・サイト① 2名～3名×28日 

   ・サイト② 2名～3名×42日 

   ※サイト①とサイト②の作業は一部同時並行して実施され、2か所を通じ

た全体作業期間は56日を想定している。 

 

５ スケジュール（案） 

  下記は案であり、より効率的で適切な工程案により実施してもよい。 

日 業 務 内 容 例 （サイト①） 

1 技師所属先所在地出発、現地到着、作業準備 

2-5 開梱・検収、設置準備 

6-17 据付・調整（システム内の配管、現地配管との接続を含む） 

18-19 試運転 

20-22 動作検証（生成物の濃度測定、排気状況の確認等を含む） 

23-26 操作・保守指導 

27 JICA在外事務所への報告、撤収等 

28 現地出発、技師所属先所在地到着 
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日 業 務 内 容 例 （サイト②） 

1 技師所属先所在地出発、現地到着、作業準備 

2-7 開梱・検収、設置準備 

8-27 据付・調整（システム内の配管、現地配管との接続を含む） 

28-31 試運転 

32-36 動作検証（生成物の濃度測定、排気状況の確認等を含む） 

37-40 操作・保守指導 

41 JICA在外事務所への報告、撤収等 

42 現地出発、技師所属先所在地到着 

 

６ 派遣手続き： 

（１）受注者の責任において、航空便手配、ビザ取得、入国のための手続き、

宿舎手配等を行う。必要に応じ、発注者は側面支援を行う。 

 ビザ取得：受注者が要否を確認して手配 

   現地受入確認：要（発注者が現地に連絡する） 

（２）受注者は、派遣国の安全情報、感染症情報等を確認し、派遣される技師

に情報を提供するとともに、必要な措置を取る。発注者は、必要に応じ

派遣国におけるJICA安全対策措置や国別生活情報等を受注者に提供する。 

（３）受注者は、技師・派遣期間を決定次第、発注者に所定の様式にて連絡す

る。記載情報の概要は次のとおり。 

    ・派遣技師：氏名、連絡先等 

・所属先：緊急時連絡先等 

    ・派遣日程：旅程、業務スケジュール等 

・宿泊先：ホテル名、電話番号等  

    ・海外旅行保険：付保状況 

    ・JICA海外渡航管理システム（トコカン）：登録状況 

   ・国際協力キャリア総合情報サイトPARTNERWeb安全対策研修受講状況 

・別添資料：パスポートコピー、海外旅行保険証券コピー 

 

７ 契約に含む費用：  

契約には以下の費用を含む。 

・旅費（航空賃、日本国内交通費、現地交通費、宿泊料等含む） 

・人件費 

・ビザ等入国のために必要な経費 

・業務に必要な工具の運搬費用 

・業務に必要な現地で調達する消耗品等の購入費 

・その他必要な経費 
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８ 支払： 

技師派遣費用は、受注者が発注者に業務完了報告書を提出後、発注者の検査

に合格したあとに支払われるものとし、前払は不可とする。 

請負契約のため、技師人数、派遣期間、旅費等が変動しても精算は行わない。 

 

９ 安全対策措置等 

（１） 受注者は、海外に派遣される技師の生命・身体等の安全優先を旨として、

自己の責任と負担において、派遣する技師の勤務上の安全に配慮すると

ともに、仕向国及び技師の業務場所における治安、災害等に関する情報

を継続的に収集し、必要な安全対策を講じて、派遣する技師の安全確保

に努めなければならない。受注者は、治安状況の変化その他重要な情報

を入手した場合は、発注者に報告しなければならない。 

（２） 発注者は、受注者が派遣する技師の安全確保上重要と思われる情報を入

手した場合は、受注者に対し速やかに提供するものとする。 

（３） 受注者は、技師の身体及び財産の安全を確保するために危険地域からの

退避その他の措置（以下「安全対策措置」という。）を実施する場合は、

発注者と協議するものとする。ただし、非常の場合又は危険切迫の場合

等において、安全対策措置の速やかな実施について発注者と協議する時

間がないときは、協議を経ないで安全対策措置を実施することができる。

その場合、事後速やかに発注者に報告しなければならない。 

（４） 受注者は、派遣する技師に対し、以下の安全対策措置を講じるものとす

る。 

1)技師について、以下の基準を満たす海外旅行保険を付保する。 

・死亡・後遺障害  3,000万円 （以上） 

・治療・救援費用   5,000万円 （以上） 

2) 業務を実施する国・地域への到着後、速やかに、滞在中の緊急連絡網

を作成し、発注者の在外事務所等に提出する。なお、技師が3か月以上現地

に滞在する場合は、併せて、在留届を在外公館に提出させる。 

3）業務を実施する国・地域への渡航前に、JICAが提供している海外渡航 

管理システム（トコカン）に、技師の渡航情報を登録する。 

4）現地への渡航に先立ち、発注者が発注者のウェブサイト（国際協力キ

ャリア総合情報サイト PARTNER）上で提供する安全対策研修（Web 版）を派

遣する技師に受講させる。ただし、提供されている研修素材の言語を理解

できない技師については、この限りではない。 

5）現地への渡航に先立ち発注者が提供する JICA 安全対策措置（渡航措

置及び行動規範）を業務従事者に周知し、同措置の遵守を徹底する。ま

た、発注者より、同措置の改訂の連絡があった場合は、速やかに業務従

事者に周知し、改訂後の同措置の遵守を徹底する。 
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6）第2号及び第3号の規定は、日本国籍を持たない技師には適用しない。 

 

（５） 第1項の規定に拘らず、発注者は、受注者の要請があった場合又は緊急

かつ特別の必要性があると認められる場合、受注者と共同で又は受注者

に変わって、技師に対し安全対策措置のための指示をおこなうことがで

きるものとする。 

 

以上 
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